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について、SSWr の 1 日の実践記録をもとに検討したものである。「協働」に関しては、
「援助サービスの展開に際し、子ども抱えている問題や情報の共有を行い、援助者の専
門知識を駆使した複数人による取り組み」として位置づけた。 
 学校での 1 日におけるスクールソーシャルワークを①「出勤～2 時間目の授業終わり
まで」、②「3 時間目～4 時間目の授業終わりまで」、③「5 時間目～放課後まで」とい
う 3 つの時間に区分して分析を行った。その結果、SSWr が教職員との効果的な「協働」













ような 10 の要因が「協働」を実現する際には重要と考えられる。 
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 文部科学省の「平成 25 年度児童生徒の問題行動調査」によると、いじめの認知件数は 185,860 件
（前年度より 12,249 件減少）であった。前年度より減少しているとはいえ、依然として高水準にあ
る。そしてまた、小学生が起こした暴力行為は 10,896 件であった。この数値は現行の調査方法に変



















生じた。すなわち、2008 年度の国庫負担 10 割（国の調査研究事業）から国の 1／3 補助事業に変更
になった。この変更によって、都道府県・政令指定都市が SSWr の配置を計画したとしても、配置に
要する費用の 2／3 を負担しなくてはならないという状況になった。仮に、自治体の配置計画が 150
万円であった場合、全額国庫負担であった 2008 年度では都道府県の財政負担は生じなかった。しか
し、2009 年度からは SSWr 配置に要した事業費 2／3 を負担することになり、150 万円の配置計画で
は 100 万円の財政負担が生じることになったのである。自治体によっては、文部科学省の補助費減額
に対応できずに事業を中止する状況になった。その結果、2009 年度予算は 65 県市 1,040 人予算とな
っていたものの、SSWr の総人数は 552 人に留まった。そこで、調査研究事業の 2008 年度から補助
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事業に変更された 2009 年度以降において、実際に SSWr の配置がどのように推移していったのかを
みていくことにする。 
（2）SSWr の配置機関の推移 
 SSWr の配置人数と配置機関の推移を示した（表 1）（2）。 
 




教育委員会 小学校 中学校 高等学校
教育支援
センター その他
2008 年度 944 109 233 348 270 0 43
2009 年度 552 142 194 111 136 0 20 14
2010 年度 614 188 246 95 119 3 20 4
2011 年度 722 212 295 121 115 4 17 15
2012 年度 784 226 322 173 95 13 30 10
※複数回答
（文部科学省生徒指導室，2013 (注 2 参照)） 
 






年度の SSWr の配置が有用であったからと言えよう。例えば、丸山（2008）は、SSWr の配置校で
不登校の減少に効果があったことを指摘している。そして、配置人数が 2011 年度に 722 人と増加に
転じていることから SSWr の効果が認知されてきていると考えられる。 
 都道府県教育委員会の配置と市町村教育委員会の配置の推移をみてみると、2012 年度の都道府県
教育委員会の配置は 226 人、市町村教育委員会の配置は 322 人となり 2009 年に補助事業に変更した
以来もっとも多く配置されたことがわかる。そしてまた、2012 年度の小学校と中学校への配置みる
と、小学校の配置は 173 人中学校の配置は 95 人と推移し、補助事業に変更して以来もっとも多く小
学校への配置がなされた。そしてまた、2011 年度からは高等学校への配置も確認されるようになり、
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表 2 単独経費によるスクールソーシャルワーカー設置自治体数 
 
配置している 配置市町村数 人数 配置している 人数
2010年度 24 83 144人 3 29人
2011年度 23 82 194人 2 10人
市町に 都道府県に
                        （文部科学省生徒指導室，2013 (注 4 参照)） 
自治体の単独経費による配置に関しては 2010 年度からである。表 2 をみると、単独配置している
市町村の自治体数は、2010 年度では 24 あり、83 の市町村に 144 人を配置している。そして、2011
年度では、82 の市町村に 194 人を配置していることがわかる。そしてまた、都道府県の単独経費に
よる配置は、2010 年度では 3 団体に 29 人を配置していたのに対し、2011 年度は 2 団体 10 人と減
少していることがわかる。すなわち、SSWr の配置については、子どもの抱えている問題を把握し、
援助サービスを展開しやすい市町村の方が効果的であるからと言えよう。SSWr がより現場に近い方
が効果を発揮するという可能性については、表 1 でみた 2012 年度の都道府県教育委員会の配置より
も市町村教育委員会の配置の方が上回っていることからも説明できる。そこで、現場配置が効果的で


















































に配置されて SSWr として勤務している。 
２．分析資料と分析区分 
 A 氏の小学校おける 1 日の実践記録を分析対象とした。分析に際しては、学校で展開されている日
課の時間割をもとにすることによって、SSWr の働きを明確にすることができると考え、①「出勤～
2 時間目の授業終わりまで」、②「3 時間目～4 時間目までの授業終わり」、③「5 時間目～放課後まで」
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【目的】 SSWr と教職員との「協働」の促進要因を検討するために、A 氏の小学校での実践記録を
①「出勤～2 時間目の授業終わりまで」、②「3 時間目～4 時間目の授業終わりまで」、③「5 時間目～
放課後まで」の 3 つの時間区分から分析を行う。 
Ⅲ－１ 「出勤～2時間目の授業終わりまで」の実践 



























































       ↓  
休み時間に職員室に戻ってきた新規ケース（小2男児）の担任教師との情
報交換。子どもの様子や担任教師の見立ての確認を行う。  




       ↓  
小3男児の担任教師より「相談したいことがあるので，放課後に時間をと
って欲しい」という要請を受ける。  






       ↓  
朝から勤務を開始していたスクールカウンセラーと継続ケース・新規ケー
スに関して，午後に情報交換をする旨の確認を行う。  




























 【1】－6 では、SSWr はスクールカウンセラーとの援助方針を検討する約束をしているのがわか
る。外部人材であるスクールカウンセラーと連携して援助サービスにあたる準備をしていると言え
る。すなわち、【スクールカウンセラーとの連携】と捉えることができる。 
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Ⅲ－２ 「3時間目～4時間目の授業まで」の実践 


































表 4 「3 時間目～4 時間目の授業まで」のスクールソーシャルワーカーの動き 
 



















































3時間目の授業   
1年生～3年生の全クラスと特別支援学級に入る。 
＜子ども観察＞ 



















































 このように、「3 時間目から 4 時間目終了まで」の SSWr の動きの中から、教職員との「協働」に






































































































































































 このように、「5 時間目の授業から放課後まで」の SSWr の動きの中から、教職員との「協働」に
ついて先述の 8 つに加えて 2 つ指摘することができる。すなわち、【⑨援助サービスの繋ぎ役】、【⑩











ールソーシャルワークを①「出勤～2 時間目の授業終わりまで」、②「3 時間目～4 時間目の授業終わ


















 【③援助要請に対する抵抗感の低さ】：SSWr と教職員との間の垣根を低くし、気兼ねなく SSWr
に援助要請できる風通しの良さが重要である。 
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きない。 
 本研究の課題に関しては、1 人の SSWr を対象にして、1 日におけるスクールソーシャルワークに
ついて分析を行った。今後、10 の要因の精緻化を進めていく必要がある。学校の地域性や外部人材
の活用に仕方には地域格差があり、SSWr がいない地域や活用が進んでいない地域も確認されてい






（1）2009 年からの「スクールソーシャルワーカー活用事業」における制度上の位置づけは 2006 年に公布・施
行された改正教育本法に新設された第 13 条にある。すなわち、学校、家庭及び地域住民などの相互の連携協力
の規定を根拠に「学校・家庭・地域の連携推進事業」として位置づけられた。「学校・家庭・地域の連携推進事
業」である補助事業は、地域のニーズに応じて、SSWr 活用事業を含む 6 つの事業の中から選択、活用する仕
組みである。この枠組みには「スクールカウンセラー活用事業」も包含されている。 
（2）SSWr の配置人数と配置機関の推移について（平成 25 年 10 月、文部科学省生徒指導室生徒指導第一係に電
話において確認） 
（3）2009 年度に指定都市単独で配置を行った自治体は、「札幌市、横浜市、川崎市、新潟市、静岡市、浜松市、
名古屋市、京都市、大阪市、堺市、広島市、北九州市、福岡市」の 13 の指定都市であった。（平成 21 年 6 月、
文部科学省生徒指導室生徒指導第一係に電話において確認） 
（4）文部科学省の予算補助を受けずに（県予算・市町村予算）スクールソーシャルワーカーを配置している自治
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